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                0.は じ め に

 ブータン王国が存在するヒマラヤ山脈東端の地域において,現 代 ブータンに引き継がれる領

域 と人が外部か らある程度のまとまりを もった存在 として考えられるようになったのは,チ

ベット仏教 ドゥルック派の化身であるンガワン・ナムギャルがブータンを統一 した17世 紀以

降のことである。現在のワンチュック王制は,1907年 にこの時代の版図を引き継 ぐ形で成立

した。 しか しなが ら,6,000メ ー トルを超える南北の高低差に加え,縦 横に走る山脈や尾根そ

して深 く刻まれた渓谷 と複雑な河川 システムが国土を細か く分断するブータンでは,人 々は

個々のコミュニティごとに隔絶された状況に置かれてお り,そ れが言語や慣習上の多様性を醸

成する一方で,「 ブータン民族」 と言い得るような,あ る程度の規模を有する文化的単位の形

成を難 しくしていた。

 そのような状況の中で,ブ ータン政府は1960年 代以降,現 在までに,国 籍法や開発政策あ

るいは文化保護政策を通 して,国 民文化を定義し,あ るべきネイション像を作 り上げようとし

てきた。 その過程のなかで,1990年 代には南部に居住するネパール系の住民たちが,国 外へ

流 出して難民化するという問題 も生 じてきた。この問題に関 して,ブ ータン政府 は不法移民を

国外退去処分 にしただけと主張 し,難 民側はネパール系に対する意図的な民族差別 と排斥だと

主張 して きており,両 者の主張は未だに平行線を辿っている。

 こうした状況のなか,1990年 代初頭 にはブータンを対象として,難 民問題に対する研究関

心が高 まっていた。 この際 難民側の視点か ら問題の分析を試みたのがダカルとス トラウン

[DHAKAL and STRAwN 1994]な どであり,ブ ータン政府の視点か ら分析を試みたのが政府の

論客であるティンレイ [THINLEY l994]で あった。それ らの硬究視角においては,「 ネパール

系民族」 と 「ブータン民族(ド ゥルックパ)」 は文化的,社 会的に異なる属性をもつ別個の民族

集団 として本質主義的 に描かれる傾向にあった。特にティンレイは,そ れ ら2っ の民族集団の
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文化的 ・社会的 ・政治的差異と断絶 こそが,ブ ータン政府の一連の政策を引 き起 こした最大の

原因であるとの前提に立ち,そ れらの問題を結果論的に 「民族問題」の枠の中に閉 じ込めて し

まった。他方で,ダ カル とス トラウンは,「 ドゥル ックパ」内部 の多様性 を指摘す ることに

よって,ネ パ リー対 ドゥルックパとする本質主義的 「民族」分類の脱構築を試みるものの,難

民となったネパール系居住民を 「共通のネパール語と丘陵の ヒンドゥーイズム」を共有するユ

ニット[DHAKAL and STRAwN 1994:44]と して一枚岩的に表象するなかで,結 局 はその本

質主義的な対立構造の中に絡めとられていた。

 人と事物と概念が国境を越えて行きかうなかで,ネ イションの境界は常に問い直され,そ の

属性は再定義 し続けられている。私たちは,そ れらのカテゴリーを本質主義的に前提視するの

ではなく,む しろその民族カテゴリーあるいはネイションの境界 と属性その ものが定義 される

過程にこそ注目するべきであろう。本研究においては,先 行研究にみられたように,全 ての政

策を 「ネパール系住民の排除」 の文脈で遡及的に位置づけ直すのではなく,逆 に 「ブータン

人」の自画像 において,何 がどのように包含 されてきたのかという,属 性定義 と包摂の週程と

して,ブ ータンのネイション形成を捉え直してみたい。

 従って,本 論考における第一の目的は,ブ ータンが近代化 に向けて動 き出 した1950年 代以

降90年 代までの間にブータン政府が計画 し,実 施してきた様々な政策や法令の分析を通 じて,

「ブータン人」の属性とその境界がいかに定義 されてきたのかを考察することである。

 ブータン研究におけるもう一方の潮流 としては,政 府の環境保全政策 に対する関心がある。

ブータン政府 は,特 に80年 代末以降,開 発計画において自然環境の保全を経済開発に優先す

る課題と公言 してきており,し ばしば周回遅れの環境先進国として注 目されてきた。 しか しな

がら,政 府 自身が環境保全政策を国の大乗仏教の文化伝統 と思想に結び付 けて語る一方,ブ ー

タンの自然環境と開発に関する研究で,そ れらの政策を文化的,政 治的文脈 に位置付 ける試み

はなされてこなか った[KARAN 1990;KARAN and IIJIMA 1987]。

 そ してまた,従 来のブータン研究においては,政 府の環境保全への志向性 と難民問題に関わ

る諸政策 とは,政 策立案の時期が重なり合っているにもかかわ らず,全 く異 なる次元の問題と

して取 り扱われてきた。 しか しながら,「 ブータン人」 の自画像に注目したとき,政 府の自然

環境政策 は,難 民問題に関わる諸政策 とともに,ネ イション形成の大 きな流れのなかに位置づ

けることができる。本研究においては,ブ ータン・ネイションの属性定義という視点から,環

境保全政策を位置づけなお してみたい。

 ネイションの属性は,「 国民文化」 という言葉によっても表すことができる。 国民文化 は,

既存の研究においては一般的に,他 国との差異を強調 し独自性を強調するための言説[関 本 ・

船曳1994]と して定義されてきた。 しか しながら,ブ ータンの事例を,環 境保全を 「国民文

化」化する試みとして捉えなおした場合,90年 代初頭のグローバルな環境主義の潮流が ブー
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タン社会に与えた影響を無視す ることはできない。っまり,ブ ータンの事例は,他 国との差異

化 をはかるだけではなく,グ ローバルな価値と同一化する方向性での国民文化形成およびネイ

ション形成の可能性を示す ことになるのである。

 本論考の構成 は以下である。まず第1章 では,本 論考の議論の背景 となる現代ブータンの社

会状況を簡単に概観する。第2章 では,1958年 の国籍法公布以来,1970年 代,1980年 代にそ

れぞれ公布された市民権法 と婚姻法の分析をもとに,「ブータン人」の属性がいかに定義され,

それがどのように変遷 して きたのかを時系列的に考察 していく。続 く第3章 では,主 に五 ヶ年

開発計画の計画文書 と環境保全に関する政策文書を用いて,1990年 以降,あ るべき 「ブータ

ン人」像がいかに描きなおされてきたのかを考察する。 ここでは,新 たに 「環境保全」 という

グローバルな価値を も取 り込みなが ら描きなおされていく自画像のゆ くえに注目する。

           1.現 代 ブー タンの地理的 ・社会 的背景

 (1) 地理的状況

 ブータンはヒマラヤ山脈のほぼ東端に位置する山岳国であり,北 側は中国国境に接 し,東 西

と南の国境はすべてインド領に囲まれている。 国土面積約47,000平 方キロメー トルに対 して,

政府の公式発表による人 口は約67.2万 人であり1),隣 国のネパールが147,181平 方キロメー ト

ルの国土面積 に対 し約2 ,828.7万人の人口を抱えているのに比較すると2),類 似 した気候風土

と地理的状況にあ りなが ら両国は人口学的に全 く異なる状況を示 していることがわかる。

 また,ブ ータンの国土は南北の標高差が6,000メ ートル以上あるため,気 候帯は垂直方向に

大 きく3層 に分 けられ,北 から,寒 冷気候の北部高山地帯,温 暖気候の中部地帯,亜 熱帯気候

の南部丘陵地帯に分類される。 ブータンにおけるネイションの形成ということを考える際,こ

れ らの地理的な状況は非常に大 きな影響を持っ。というのも,こ れ らの垂直的な分類に加え,

国土を縦方向に走る多数の山脈や複雑な河川 システムが,国 内に居住する人々の東西の移動を

困難にし,大 規模な共同体の形成を困難にしてきたと同時に,現 在の多言語的な状況を導いて

いるか らである。

 (2)言 語および社会状況

 ブータンにおいて,言 語状況は非常に複雑な様相を呈 している3)。ブータンの中央を南北に

走 るブラックマウンテンを境に,西 側一帯はチベ ット語の一方言 といわれるゾンカが主要な言

語 となっている。 他方,東 側一帯では,チ ベット・ビルマ語系に属する11種 類以上の異なる

言語が話 されてお り,東 側地域を覆 うような共通語はみ られない。70年 代 に調査に入った

ローズは,当 時の言語状況にっいて,行 政官が管轄地の村を回る際 にも各地で通訳が必要で
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あ った と記述 している[ROSE 1977:42]。 また,南 部の丘陵部一帯 では ネパ ール語 が共通語 と

して使 われて きた。

 現 在 まで ブー タン研究 においては,人 類学的な学術調査 はもとよ り,ブ ー タ ンの農村社会 に

関するあ らゆ る社会調査 も皆 無であ ったことか ら,ブ ー タ ン国内 の民族分 類 に関 して は十分 な

記述 がない。 しか し他方 で,行 政上 あるいは各種の概説書 な どにおいて は,ブ ータ ンの人 々を

居住地 あ るい は出身地別 に大雑把に3つ のカテゴ リーに分類す る方法 が取 られて いる。

 ひ とっ はテ ィンプー県やパ ロ県 などブー タン西部 の6つ の峡谷 に居住 す る人 々で あ り,「 最

初に起 こった者 」 を意 味す るンガロップ(Ngalop)の 呼 称で呼 ばれ る。9世 紀以降 のチベ ッ ト

移民 を起 源 と し[ROSE 1977:44],現 在 のゾ ンカの元 となった口語 と母系的 な社会 に よって特

徴付 けられ る。 ンガ ロ ップ は,全 人 口の約3割 ほどを占めるといわれ,ブ ー タンのエ リー ト層

の多 くが この集 団 に属す る人々であ り,ブ ータ ン政府の官僚 の多 くが この集団か ら輩 出 されて

きた。 また,こ れ ら西側の峡谷 は,ブ ー タン政府が国教 とす る大乗仏 教の ドゥル ック派仏教文

化の中心地 ともな って きた。

 も う一方の カテ ゴ リーは,主 に中央 の ブラックマウ ンテ ンよ りも東側 に居住す る人 々で ある。

その民族的起源を,ア ッサ ム ・ヒマ ラヤの諸民族集団 に求 める説 もあ るが,定 かで はない。彼

らは呪術的な要素の強 いチベ ッ トの ボン教 の影響が色濃 く,ま た仏 教的 に もニ ンマ派 の信仰者

が大多数を 占めるなど,独 自の宗教的,文 化 的特徴 を持 ってい る。政府 は,こ れ らの人 々は現

在 まで に ドゥル ック派へ の改宗 と西 ブー タンの人 々との婚姻 を通 して,支 配集 団であ った ンガ

ロ ップ社会 に統合 され たと主張 して きたが,近 年 はニ ンマ派 の独 自性 を強調 す る僧院 の活動 も

あり,ド ゥル ック派の主流文化 か ら差異化 を図ろ うとす る動 きもみ うけ られ る。

 こ の東 側 地 域 に居 住 す る人 々 は大雑 把 に,「 東 の人 々」 を意 味 す る 「シ ャ ル チ ョ ップ

(Shαγchop)」 とい う呼称 で一 括 される ことも多 いが,シ ャルチ ョップは特 に東端 の タ シガ ン県

やタ シヤ ンツェ県,ペ マガ ツェル県 などの出身者 とその言語(シ ャルチ ・ップカ)を 指 し,主 に

父系的で親族間 の連帯 の強 い社会 によって特徴付 けられる。 他方,ブ ム タン県や トンサ県 あ る

いは シェムガ ン県 などの中央 ブータ ンに居住す る人 々 は 「ブムタ ップ(BumthaP)」 や 「ケ ンパ

(κθ勿α)」 などの個別 の自称 と異な る言語 を使 ってお り,人 々 は居住地域 と使用言語 に根 ざ し

た個 々のアイデ ンテ ィテ ィを持 っていると考え るべ きであ ろう。言語 的 には大 き くシャルチ ョ

プカ系 とブム タンカ系 に分 け られるよ うだが,そ の ほかに,ブ ラ ックマ ウ ンテ ンの奥地 に住 む

モ ンパ(MonPα)や 東 ブータ ンの端 に住 むザ ラ(Dzala)の 人 々な ど,小 規模 な コ ミュニティが

各地 に点在 し,固 有 の慣習 や言 語を維持 して いる。

 い ま ひ とつ は,標 高 の低 い南部一帯 に居住す るネパ ール系 の人 々で あ る。 彼 らは国 内で は

「南の人 々」 を指 す ローッ ァムパ(LhotsamPa)と 名 づけ られ,そ の多 くが19世 紀 末か ら20世

紀 初 頭 にか けて ブー タ ンへ移 住 して きたといわれ る4)。「ネパ リー」 あ るいは 「ネパ ール系」
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と一括 されるが,ネ パ ール国内と同様に多様な民族集団やカース トか ら構成されており,基 本

的に言語や慣習 も異なる。 しか しながら,移 住先のブータンにおいては,共 通語 としてネパー

ル語を使って意思疎通を図っており,大 部分 はヒンドゥー教を信仰 しているとする5)。

 西,東,南 というこれ らの大 まかな地域 ・民族区分は,特 にティンプーなどの都市部では

人々の会話の中に日常的に出てくるが,村 落社会においては近隣のコミュニティとの関係性に

よってより柔軟な領域認識がなされている。 ンガロップ,シ ャルチョップ,ロ ーツァムパの各

語の意味を考えると想像がつ くように,こ れ らの呼称 は主に西ブータンの主流社会の人々か ら

みた他者表象であると同時に,各 カテゴリーおよび地域内の言語 ・民族的な多様性を覆い隠す

役割を果たすもので もあった。

 言語の使用状況にっいて言えば,都 市部ではゾンカの識字率は高いが,日 常生活では各自の

出身地の言語や教育言語である英語のほか,ネ パール語や他地域の言語,映 画を通して流入す

るヒンディー語など,複 数の言語を臨機応変に併用している。村落地域ではゾンカの聞き取 り

能力を持っ者 は増えているが,発 話 は主に各地方の言語を使って行われている。 政府は60年

代より継続的にゾンカの開発と普及に努めているが,経 典語であったチ ョケ(Cんo物)を 元に

開発されたゾンカの書 き文字は非常に複雑で習得が難 しいこともあり,現 在まで国内の使用言

語がゾンカに一元化する様子はない。逆に人々はより多元的な言語状況に順応 してきており,

日常的には各言語間の垣根は低 くなっているといえるだろう。

 このよ うな状況の中,ブ ータン政府 は,ブ ータン国民 を 「ドゥルックパ」と称 して きた。

ドゥルックとはゾンカで雷龍を意味すると同時に,国 教である大乗仏教の ドゥルック派の名称

ともなっている。 「パ」 は人を意味 しており,ド ゥルックパ とは 「雷龍の国に住む人々」であ

り,同 時に 「大乗仏教の ドゥルック派を信仰する人々」であることが含意されている。つまり,

元来,「 ドゥルック派仏教文化」の中心地 といわれる西 ブータンの人 々の呼び名が,現 在 は

ブータン国民全体を包摂するカテゴリーとして使われるようになっている。

 (3) ネパール系難民問題の経緯

 ブータンでは1990年 に南部出身の 「ネパール系」 の人々が中心 となって政府に対する民主

化運動が起 こり,そ れに対 して危機感を募 らせたブータン政府が活動家の掃討作戦をとったた

めに,南 部の治安は一気に悪化 した。そのような状況のなかで多 くのネパール系住民が南 ブー

タンか ら避難 し,あ るいは追放され,国 外に流出することとなった。人々は当初,国 境を挟ん

だインド領内に一時的に避難 したが,91年 にネパール南東部に難民キャンプが仮設されると,

多 くがキャンプに入 り,94年 ごろまでには約10万 の人々が南東部のジャパに設置された7っ

のキャンプで難民として生活を始めるようになった。

 この問題に関 して,ブ ータン政府 は不法移民を国外退去処分にしただけと主張 し,難 民側は
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ネパール系に対する意図的な民族差別と排斥だと主張 している。 この問題は難民を引き受けた

ネパール政府との間で長年の懸案となっており,2001年 か らは難民の帰還手続 きの一環 とし

て,両 国政府間で認定作業が開始された。難民を 「立ち退 きを強制 された真のブータン人」,

「正規の移民」,「非 ブータン人」,「犯罪行為に関係 したブータン人」 へ分類 し,一 部の人々の

みの帰還を認めようとするブータン政府と,全 ての難民の帰還を求める難民キャンプ側および

ネパール政府 の主張 は平行線をたどったが,2003年 にはっいに上記のカテゴリーにっいての

合意が形成 された。 その後,両 政府の共同検証チーム(JVT)に よる照合作業が続けられてい

たが,最 終段階に入った2003年12月,キ ャンプを訪問 した共同検証チームのブータン人官吏

が暴徒 と化 した難民に襲撃 されるという事件が起 こったため,帰 還手続きは中断 しており,

2006年 現在まで解決の目処は立 っていない。

 この難民問題はアムネスティ・インターナショナルや国連難民高等弁務官事務所など,様 々

な国際機関も介入 して解決を図 ってきたが,ブ ータン政府が 「不法移民」であった 「非 ブータ

ン人」の再定住を頑なに防 こうとしていることから,交 渉は難航を極めてきた。 ブータン政府

は,最 初の開発計画が導入された1961年 以降,南 部のマラリヤ撲滅も影響 して,ネ パール系

の人々が大量 に不法流入 したと考えていた。政府側の見解によれば,親 族ネットワークの強い

ネパール系の初期入植者たちは,政 府の移民監理政策の網の目を抜 けて共謀 して親類知己の入

植を助け,不 法定住者を増加させたとす る。 これ らの背景には,同 時期のネパールにおける政

治不安や貧困の問題があり,ネ パールやインドでは得 られない無償教育,無 償医療,雇 用機会,

高い補助を受 けた農業,気 前の良い貸付計画や政治的安定等を求め,1960年 代か ら70年 代に

多くの移民が不法に入植 したとブータン政府が疑 う理由である。

 このようにブータンにおけるネパール系難民の問題は,誰 を 「ブータン人」 として包摂 し,

誰を排除するか,と いうネイションの境界定義の過程であると同時に,限 りある資源を誰 に分

配す るかという,国 家資源の分配と獲得をめぐる政治でもあるといえるだろう。

             2.「 ブータ ン人」の定義 と境 界

 本章では,主 に1958年 国籍法,1977年 市民権法,そ れを改正 した1985年 市民権法および

1980年 の婚姻法 のほか,文 化保護に関わる政策文書や五 ヶ年開発計画の資料,環 境保全 に関

わる諸資料等を取 り上げて分析を行い,「 ブータン入」 の属性定義および境界設定の過程を明

らかにする。以下ではその境界定義の変遷を,時 系列1頃に3つ の時期に分けて考えていく。第

1期 は 「定住者」の包摂,第2期 を 「ブータン人」の均質化,第3期 を 「ブータン人」の範躊

の実体化と他者排除の時期 というように,そ れぞれ特徴づけることができると考える。
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 (1) 第1期:「 定 住者」の包摂

 1958年 に ブ ータ ンで は初 の成 文の国籍法 が発布 された。一 般 に,こ の法令 は ブータ ンに居

住 す る殆 ど全 ての住民 を積極 的にブー タン国民 として認定す るものであ った と位置づけ られて

いる。58年 国 籍法 の条文 の中 に特 にネパ ール系住民 に関す る記述が み られ るわ けではないが,

L。E.ロ ー ズは,こ の法 令が長年 ブー タンに居住 して きたネパール系 住民 に対す る市民権 の授

与 を主 眼 とした ものであ った とす る。 ローズは 「ブー タン政 府 にすれ ば現状 をただ単 に形式 的

に追認 した もの にす ぎなか ったが,ネ パール系 ブータン人の側か らすれば,不 安 を取 り除 くも

の であ った」[RosE 1977:113]と してお り,南 ブータ ンー帯 の居住者 の多 くを占めるといわ

れ たネパ ール系住民 が,始 めて正式 に 「ブー タン市民 」 と して認 定 され た重大 な転換点 といえ

るだろ う。

 58年 国 籍 法 の具体 的 な条 文 をみ て い くと,そ こに はまず 「生 まれ に よる ブー タ ン人」 と

「帰化 によ るブータ ン人」 の二 つのカテ ゴリーが存在 している。 「生 まれによるブー タン人」 は,

生 誕地 に関 わ らず 「父親 が ブー タン国民 である」 ことが要件 とされ てお り [3,a&3. b],父

系 制 による血統主義 の採用が明 らかで ある。一方,帰 化 によ る国民 に関 して は,「10年 間 以上

ブー タ ン王 国の居住 者」[4.a. i]で あ り,「 王国内 に自身 の農地 を有 している」[4. a, ti]こ

とが申請資格 として求 め られ た。加えて,そ の国籍が剥奪 される条件 と して,農 地 を離 れて い

た り,王 国に居住 して いないケース[6. iv]が 明記 されている点 を考 え合 わせ ると,帰 化国民

の移 住 は国 内外 を問わず許可 されて いないと考え られ る。 また,国 内に農地 とい う財 を有す る

ことを帰 化 申請 の条件 とす るのは,70年 に税制 が改革 され るまで税 が農 作物等 の現物 によっ

て納め られていた ことが理 由の一っ と言え るだろ う。 さ らに言 えば,こ の条件 設定は,土 地 に

根 付 いて農耕牧 畜生 活 を営 む民 をあるべ き 「ブー タン人」 の姿 とす るブー タ ン政府 の認識 を も

浮 き彫 りに してい る。 この意味で,農 地の所有を絶対条件 とす ることで,農 地 を持 たない賃金

労 働者 や技術者 が 自動 的に排除 される ことになる。

 な お,58年 国 籍法 に先 立っ1950年,ブ ータン政府 はイ ン ドやネパ ールか らの移民の継続 的

流入 を懸念 し,事 実上 のオープ ン ・ボー ダーとな っていた南部 国境地 帯で移入制限を行 ってい

る。 また,北 部 の国境地帯 において も,59年 に はチベ ッ トの ラサ蜂 起 とそれ に続 くヒマ ラヤ

地 域 の混乱 の 中,チ ベ ッ トか ら多 くの難民が国境 を越 えて ブー タ ンへ流入 して きて いたが,

1960年 に ブー タ ン政 府 がチベ ッ トとの交易 を全面的 に禁止 した ことによ り,国 境 は実質的 に

閉鎖 された。 これ によ って8世 紀以来 のチベ ッ トとの歴 史的な関係 は断 たれ,ヒ マラヤを また

いで結 ばれた婚姻関係 や僧 侶の留学等 を通 して維持されていた人的 ネ ッ トワークや交流 もほぼ

失 われた。

 1950年 か ら60年 にか けて行 われた これ らの政策 は,領 土上 の境 界 をまた ぐ,人 々の自由な

往来 を制 限 し,ブ ータ ン ・ネイ シ ョンに包摂 され る(あ るいは排除される)の は誰 か とい うこと
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を物理的に決定づけた。 その中で1958年 の国籍法の発布は,境 界(国 境)の 内側の人々に法

的根拠を与えると同時に,人 々のブータンの土地への結びっきを強め,定 住を促 した。

 1950年 代,イ ン ドと中国との関係が悪化 し緊迫 した状況の中,ヒ マラヤ地域は国家間およ

び民族間の利害が様々に交錯する場となり,国 際社会において も戦略的重要性を増 していた。

その中で,ブ ー タンはジグメ ・ドルジ ・ワンチュックが第三代国王 と して王位を継承 した

1953年 を契機に,近 代的国民国家の達成に向けた歩みを始めたのである。そ してこの段階に

おいて,ブ ータン政府は 「ブータン人」を 「ブータン国内に定住 し土地 に根付いて農牧業を営

む者」 として描き出 した。っまり,こ の時期の 「ブータン人」 とは,ブ ータンの領土内に財を

有 し定住する人々を殆ど区別な く包摂するカテゴリーであり,「言語」や 「文化」や 「慣習」

において一元的な存在として同定されていたわけではなかった。

 (2)第2期:「 ブータン人」の均質化

 1960年 代に入 ると,ブ ータンはインドの開発援助を受け入れ,五 ヵ年計画 による経済開発

に着手 した。開発計画の導入は,政 治的に従来の孤立 ・鎖国主義か らの脱出をもた らし,援 助

金の流入が人 と事物 と金の流れを活発化 した。その中でも国境をまたいだ人の往来 は非常 に盛

んであり,一 度定め られた 「ブータン人」の境界は再び流動化 しようとしていた。チベ ット自

治区 との境にある北部国境 は閉 じられたままであったが,イ ンドとの境である南部国境地域は

外国人の契約労働者の受 け入れ窓口となり,ネ パール系の労働者 とインド系の技術者が主 な対

象 となった。彼 らは契約期間の満了と共にブータンを出国するという条件で入国を許可されて

おり,60年 代か ら70年 代にはブータン南部地域に多数の外国人労働者が流入 した。 しか しな

がら,1958年 法に照 らせば,彼 ら契約労働者も土地を獲得 し10年 間居住 し続けた場合には国

籍を得 る可能性を有 していた。そして労働者のうちのいくらかは,ブ ータン国内にそのまま留

まり定住 した。80年 代に入ると,ブ ータン政府は,ブ ータンの南部地域でネパール系の人口

が急増 した状況に直面 し,そ の多くが以前に契約労働者として入国 し,そ のまま不法 に定住 し

た者であるとの疑 いを抱 くようになる。

 他方で,1971年 にブータンは国連加盟を正式に認め られ,主 権国家 として国際的な地位を

獲得 した。 この国連加盟 によって,ブ ータンはインド以外の国々からの援助獲得にも道を開い

たと同時に,ブ ータン ・ネィションの自画像や 「ブータン的なるもの」を国外へ向けて表象す

る機会をも得たといえる。 実際に加盟後,70年 代の後半以降,ブ ータン政府はブータン・ネ

イションの文化的自画像とでも呼べるものの創造に取り組んでいくのである。

 (i) 異民族間結婚の奨励

 そうした状況の中,ユ978年 の国会において,南 部居住民 と北部居住民 の間の婚姻 を奨励す
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る制度 が議 決 され た[DHAKAL 1994:188]。 これは,ド ゥル ックパ とネパ ール系 の住民の婚 姻

を財政 的に援 助 し,奨 励す る政策であ った[SINHA 1991:190]。 先 のローズは 「コ ミュニティ

間結婚」[RosE 1977:47]と 記 述 し,マ シュー ・ジョセブは 「民族間結婚」[JosEPH 1998:

138]と してい るが,実 質的には南部 に居住す るネパ ール系 の ブータン人 とそれ以外の ブー タ

ン人 とい うカ テ ゴ リーで あ った と考 え られ る。 ダカル によれば,報 奨 金 は5千 ヌル タム6)で

あ ったが,1989年 に は倍 の1万 ヌル タムに引き上げ られてい る[DHAKAL 1994:188]。 この

制度 は1991年 の 国会決議 で廃止 されるまで,継 続的に実施 され,特 に国 内の教育 のある人 々

には着実 に作用 し,王 の親族 や大 臣等,高 位高官 の人 々の間 にさえ影響 を及 ぼ した[DHAKAL

1994:188]o

 この 政策 は婚姻 に よる実 質的 な国民統 合を意 図す る もの と一般 的 に も考え られて いるが,

1950年 代 以 降,国 境 をまた ぐ人 の移動 を制 限 し,境 界の内部 に定 住す る人 々に法 的根 拠を与

え ることによ ってネイ ションの境界を定義 し,明 確化 しようと試 みたブータ ン政府 が,次 にそ

の内側 の人 々の問 に存在す る地域間 または 「民族」間 の差異 を融和 しよ うとす る試 みであ った。

ここへ来て初 めて ブータ ン政府 は,い わば 「血」 を通 して,異 文化間,異 民族 間の接触 ・融合

を促 し,ネ イ ショ ン内部 の均質化を図 ったのである。

 しか し,こ の政策 はその実施過程で ブータン人 を 「ドゥル ックパ」 と 「ネパ ー リー」 と して

二 っ に分 けてカテ ゴライズ し語 る ことを余儀な くされ,逆 にネパ ール系 の ブータ ン人を異 なる

起 源を持っ 「他者 」 として認識 す るや り方 を再生産 す る一面 もあ ったので ある。 また,「 南部

居 住民」 の対立項 を 「北部居住民」 と一括 して表象す るなか で,ン ガ ロップや シャルチ ョップ

や他 の少数民族 やチ ベ ッ ト難民等,ブ ータ ン国内に多様 な民族集 団が存在 してい るとい う事実

を捨象 し,彼 らが あたか も文化 的に均質 な単一 な文化 的単位 と して存 在 して いるかの ように,

示 唆す る結果 とな って い る。 ブー タン内部を 「南部」 と 「北部」 に分 類 して表象す るや り方 は,

難 民問題発生後,経 済統計 という形で も現 れてお り[JosEpH 1998:180],南 北 を別の経済的

単 位 と して分類 す る ことが,同 時 に文化的単位 の別 を も暗に強調 す る結果 とな っていた。

 (li) 1977年 市 民権 法

 1958年 の 国籍法発布 か ら20年 後 の1977年,ブ ータ ン政府 は58年 国 籍法の改訂 という形で

新 たに市民権法 を発布 した7)。 この改訂版 は帰化申請基準 の変 更 に重点がおかれ ている。77年

法 において申請資格[KA]は,帰 化申請者が政府の公務員で ある場合 と,そ うでない場合の

二つ のケース に分類 された。 政府の公務 員の場合 は 「不都合 な記録 な しに15年 間 の勤めを達

成 して い る」[KA-1]こ とが条件で あ り,そ れ以外 の場合 に関 して は 「最低 で20年 間 ブー

タ ンに居住 して いる」[KA-2]こ とが条件 とされた。 さ らに加 えて,申 請者 は 「会話 と記述

のどち らにおいて もブータ ンの言語 にっいて,そ してその歴史 にっ いて い くらかの知識を有 し
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ている」[KA-3]こ とが必要 とされた。

 1977年 は最初 の国籍法が発布 された1958年 か らちょうど20年 目に当たる年である。従 っ

て20年 間の居住期間を必要条件 とする77年 法は,公 務員以外の一般の帰化申請者に関 しては,

結局のところ最初の国籍法が発布された58年 以前から居住する者 のみを 「ブータン人」 とし

て包摂の対象 としており,60年 代後半以降に多数流入 したと考えられる労働移民に関 しては,

包摂の対象か ら排除 し,ネ イションの境界の外側に位置づけたとみてよいだろう。また,公 務

員基準を別に設けていることか ら,ブ ータン政府が,58年 法に見 られたように,ブ ータン人

の自画像 として 「土地に根付いて農牧業を営む者」のみを想定 しているのではないことが明 ら

かである。 また,一 方で[KA-3]に 見られるように,ブ ータンの言語 と歴史に関する知識

を要求す ることによって,「 共通の言語 と歴史を共有する均質なネイション」 の形成を意図 し

ており,ブ ータン・ネイションの自画像は77年 法で 「言語」 と 「歴史」 という,よ り具体的

な属性を伴 うものとして描出されたのである。

 多言語国家において 「ブータンの言語」とは非常に曖昧な表現であるが,ブ ータンの伝統的

な共通言語は,一 般にゾンカと考えられている8)。ゾンカはチベットか らの移民や僧侶によっ

て西 ブータンに持ち込 まれ土着化 したといわれるチベ ット系の言語であるが,ブ ータンでは古

くか ら僧侶や官僚の間での共通語 として機能する一面を持 っていた。1971年 にブータンの教

育省にゾンカ部が創設 され,初 めて学校教育のための教科書作 りが行われた9)。 ゾンカは現在

ブータンの国語 と定め られているが,限 られた上層部の人々の間のみであれ,歴 史的に殆 ど唯

一の リンガ ・フランカとして機能 してきた状況を考慮すれば,ブ ータン政府の 「国語」選択は

妥当であったと考え られる。 しか しながら,他 方でブータン南部国境地域の県においてはネ

パール語が共通語の役割を果た してきた。一般にネパール社会 も多民族 ・多文化 ・多言語 に象

徴される社会であるが,共 通語 としてのネパール語とヒン ドゥー教の共有によって,ひ とっの

文化的単位 としての自己表象は可能であった。80年 代に入るとゾンカを国語化 しよ うという

気運が一段 と高まるが,そ れが逆にネパール系住民のコミュニティを,別 個の言語を持っ異な

る文化的単位 として浮 き上がらせる結果になったともいえる。

 次に 「ブータンの歴史」であるが,ブ ータンの学校教育で使われている歴史教科書などをみ

ても明 らかなように,7世 紀ブータンに仏教をもた らしたといわれ る伝説上の人物 グル ・パ ド

マサ ンヴァバによるチベ ット仏教の布教に始まり,18世 紀チベ ットの ドゥル ック派の亡命僧

シャブ ドゥン・ンガワン ・ナムギャルによるブータンの統一,1907年 の現 ワンチュック王家

による君主制 の確立,そ して四代にわたる歴代君主の国家形成 と近代化政策 までを一っの

ス トー リーとして描 き出 した,「仏教王国ブータンの建国史」を意図 していた と考えられる

[EDucATIoN DIvIsloN 1992]Q

 このよ うに,70年 代 に導入 された上述 の政策をみてい くと,1970年 代 はブータンのネ
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イ ション形成 において一っの転換点となった。この時期 は,地 域間または民族間の婚姻奨励 に

よる 「血」 と,市 民権法の[KA-3]に おける 「言語」 と 「歴史」 という二方向か ら,ネ イ

ション内部の均質化が志向され始めたのである。 その中で,「 ゾンカ語を話 し,ド ゥルック派

仏教に基づ く建国史を共有する者」 というブータン人の自画像が形成 されっつあった。

 また,77年 法によると,58年 法では認められていなか った国外居住が 「真のブータン人」

に限 って許可されていた。 しか しながら,家 族がブータンに居住 していることを条件としてお

り,国 家資源である財を国内に還元できることが 「ブータン人」の条件として一っの重要な価

値を形成 していた。

 (3) 第3期:「 ブータン人」の範疇の実体化と他者排除

 (i) 1980年 婚姻法

 1980年 になるとブータン政府は婚姻法を発布 した。この法令は外国人 と結婚 したブータン

人に対 して罰則を制定することを主眼としており,実 質的にブータン国民 と外国人の間の婚姻

を規制 しようとするものであった。この法令はブータン政府が抱 く二っの懸念を表 している。

一点 目は,外 国人 と婚姻関係を結ぶことによって,国 内に 「ブータン人」以外の他者の 「血」

と 「文化」が流入すること。二点目は,外 国人 との血縁関係とネット・ワークがブータン国内

の 「財」を国外へと流出させることである。国籍法および市民権法が定められたことによって,

人々はブータン国籍を有 していれば 「ブータン人」として国からの様々な権利や恩恵を享受す

ることができた。 しか しなが ら,こ の法令は,外 国人 と結婚 したブータン人に対 して,ブ ータ

ン国民が享受すべき様々な権利を罰則として剥奪することによって,ブ ータン国籍を有 してい

るにもかかわらず制度的に差別されるという,「 ブータン人」であって 「ブータン人」 でない

存在を生み出すこととなった。

 では,具 体的にどのような権利が剥奪されたのであろうか。法令によると,外 国人と結婚 し

たブータン人は,(公 務員である場合)昇 進可能性[KHA 2-4コ,教 育や訓練 に関 して援助を受 け

る権利(外 国政府の援助による留学等も同様)[KHA 2-8],農 耕,牧 畜,そ の他の産業に対する

資本援助を享受する権利,お よび土地の分配を含めたあらゆる政府援助を受ける権利[KHA

2-7]を 剥奪 されるとされた。 また,国 家防衛庁または外務省への就職 は認められないとし

た[KHA 2-7]。

 これ らの権利 は,こ のときまでブータン国民であるならば誰であれ享受 し得た権利であった。

特 に政府による無償教育の供給や農業援助は,1960年 代にブータンがインド政府か ら開発援

助を受けるようになって以降,飛 躍的に規模を拡大 していた。 ブータンでは50年 代から,官

僚や技術者 となるべき人材の決定的な不足が問題化 しており,人 材育成のための近代教育の普

及が目下の危急課題となっていた[RosE 1977:131]。 そのため,1961年 に第一次五 ヵ年計画
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が導入されると,道 路建設事業を除いて,学 校教育に最 も多 くの経費がかけられ,そ の後 も大

きな割合を占めていた。また,農 耕と牧畜を生活の基盤 とするブータンでは,教 育に劣 らず農

業開発にも財源の多 くが割かれ,農 業の近代化のために個々の農家や村に対 して無償に近 い開

発援助が実施される状態であった[PLANNING CoMMIssIoN 1985:43]。 ブータンの周辺諸国 と

比較 して も,そ れらの点に関する福祉政策の充実度は高 く,南 部に多数居住するネパール系の

人々がこれらの福祉を求めて移入 した経済移民である[THINLEY 1994:51]と,後 にブータン

政府が主張す る所以である。

 そうであればこそ,ブ ータン国籍を獲得する所以とも位置づけられるこれ らの経済的社会的

な旨味や福利を享受 し得ないブータン人を,果 た して同じ 「ブータン人」 といってよいもので

あろうか。彼 らは外国人 と結婚することによって,「 ブータン人」 であって 「ブータン人」で

ない,ネ イションの境界的存在へと追いやられたのである。80年 の婚姻法 は,一 部の人 々か

らのみ福利厚生を受ける権利を剥奪するという資源分配の不平等性によって,内 部の均質化へ

向かって歩みはじめていたブータン・ネイションを,新 たに分類 し階層化するものであった。

 また,ブ ータン国民と結婚 した外国人は,国 内居住が許可 された場合,法 令や勅令の他に

「伝統的慣習」にも従 うよう求め られる[KHA 2-10]と 同時に,「 ブータン王国の宗教」以外

の宗教の唱導および新宗教の開始を禁 じる[KHA 2-9]と されている。1977年 の市民権法

では 「言語」 と 「歴史」 に関 しては言及されていたが,1980年 代に入 ると 「伝統的慣習」 と

いう,本 質主義的でありながら実体の見えない概念が政府の公刊物等で多用されている点が指

摘できる。 そして,80年 代後半に入ると,政 府は言語や衣服や礼儀作法という具体的な事物

や行為を通 して,そ れらの概念の実体化を試みるようになるのである。 また,宗 教に関する記

述があらわれるのもこの婚姻法が初めてであり,こ の後の一連の文化政策を予感させ るもので

ある。KHA 2-9の 記述は個人の信仰の自由を妨げるものではないが,ド ゥルック派に対抗 し

うるような宗教勢力の存在を認めないというブータン政府の意志を示 していると言えるだろう。

 1980年 婚姻法で示 され るそのような傾向は,同 時期の開発計画の文面に,よ り明確な形で

現れてきている。1981年 か ら86年 までを対象としたブータン政府の第5次 五 ヵ年計画では,

1980年 から2000年 に向けた開発展望が示されており,そ の中には,生 活の物質的な質の改善

は遂行すべ きであるがそれらは 「ユニークな国民的,文 化的存在としてブータンを性格付ける

伝統的体系の枠組みと首尾一貫 させられねばならない」[PLANNING CoMMIssloN 1981:7-6]

との明確な記述がみられるのである。

 「独自の伝統的体系を持っユニークな国民と文化」がブータン ・ネイションであるとする,

このような自己認識および自己表象は,70年 代の前半までは,そ の間の五 ヵ年計画等の記述

を検討する限 り,み られないものであった。 しかしながら,70年 代後半から80年 代へかけて,

ブータン政府が上述のような法令や計画書に 「伝統的体系」や 「伝統的慣習」 という概念を頻
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出させ,繰 り返 し強調す る中で,し だいに,ブ ータン・ネイションが独 自の伝統的系譜を共有

する単一の文化的単位であり,世 界的にみても非常にユニークで取替え不可能な存在であると

いう自己認識が形成されていくのである。

 (li) 1985年 新市民権法

 1985年 になるとブータン政府は新たな市民権法を交付する。 この法令は形式的にも内容的

にも,最 初 に公布された58年 法と,そ の改正法である77年 法を引き継ぐものとは位置づけら

れておらず,国 籍(あ るいは市民権)の 取得要件に関 しては,従 来の法令と決定的な断絶が見 ら

れる。最 も根本的な変化 は,国 籍の交付を望む申請者を分類する基準である。従来設定されて

いた 「生まれによるもの」 と 「帰化によるもの」 という二っのカテゴリーとは別に,85年 法

では新たに 「登録によるもの」というカテゴリーが設定 されたのである。

 生まれによる場合は従来,父 系制に基づく血統主義によって,父 親がブータン国民である者

は,そ の資格 において,生 来のブータン国民とされた。 しか しなが ら,85年 法では父親ばか

りでなく母親 も両親共 にブータン国民である場合に限り 「生まれによるブータン」との認定が

得 られるとされた[2(項)]。 従来は父系制の原理によっていわゆる 「混血」は容認されてい

たが,こ こへきて,い わば純血主義とも言 うべき方向へと転換 した。混血の拒絶は,外 国人と

の結婚 に規制をかけた80年 の婚姻法 と方向を同 じくしている。

 帰化の申請資格 に関 しては,77年 法 と同様,居 住期間と文化要件が重視されている。 居住

期間に関 して は,4-cで 述べ られているように,移 民庁と人口調査における記録が求あられ

るようになった。 また,文 化要件に関 しては 「ゾンカの会話,聞 き取 り,筆 記に熟達」[4-

dコ していること,そ して 「ブータンの文化と慣習 と伝統 と歴史 に関する十分な知識」[4℃]

が求め られた。 この条項は,1977年 市民権法で既に求められていた 「ブータンの歴史」 に関

する知識の他に,全 てのブータン人が共有すべき文化と慣習 と伝統があることを示唆している。

1985年 法 には明記されていないが,そ の内容は同時期に公布 された行政文書から読み取るこ

とができる。「ブータン文化」の具体的な定義の過程 については,次 の項でみることとする。

 このように,1985年 法は帰化申請資格を厳格化する一方で1958年 以前か らの継続的居住者

のみを 「登録によるブータン人」と定義することにより,実 質的に58年 以降に58年 法または

77年 法の規定 に従 って帰化要件を充足 し国籍を取得 した居住者の正当性を認めず,「 ブータン

人」か ら排除する。排除 された者は,再 び帰化要件を充足した上で帰化申請をする他に 「ブー

タン人」 へ包摂される手段は無かった。 しかし,国 籍が剥奪された者は,「 ブータンにおける

全ての不動産を1年 以内に処分 しなくてはならない」[6-e]と の規定により,農 耕を中心と

する生業形態の維持が困難 となり,国 内居住が容易ならざるものとなることは想像に難 くない。

1985年 法の下では,国 籍の取得および保持さえ(し ばしば登録 ・記録の不備を伴い)多 くの制約
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を受け,国 籍 による 「ブータン人」の境界線は排他的に内側 に収敏 したが,同 時に,国 民以外

の者がブータン国内に居住 し続けることを言外に否定することによって,国 籍による 「ブータ

ン人」の境界が領土上の境界に合致することが望まれている。

 (皿) 「文化」を定義する

 第6時 五 ヵ年計画(1987-1992)で は,9つ ある全体目標の うち,第 二番 目に 「ナショナル ・

アイデンティティの保存(preservation)と 促進(promotion)」 が明記されている。 この項 目は,

ナショナル ・アイデンティティを実体的かつ固定的な存在とする政府の認識を表すものであろ

う。1987年 に行われた第65回 の国会セッションでは,

  国の幸福 と安全は文化と伝統と価値体系の強さに左右される。従 って,国 の伝統的価値と

  体系 に対する変わ らぬ信頼と愛と尊敬を促進するためのあ らゆる努力が行われねばな らな

  い。それは明瞭なナショナル ・アイデンティティを与えると同時に,ネ イションの基盤を

  提供 し,安 全 と独立を保障する。[Res, No.18-■]

との決議文が提出され,ブ ータンが主権国家であるために,ナ ショナル ・アイデンティティが

不可欠であること,そ して,そ のアイデンティティは伝統や文化を源泉 とするという回路が示

された。つまり,ブ ータンの自画像を伝統と文化によって描 き出す ことを,戦 略的に決定 した

のである。

 そうしたなか,6次 計画では 「文化 と宗教」に関する課題 として以下の4項 目があげ られた。

  1.歴 史 と宗教 と工芸 と文化に関する事物の収集と保存。

  2.公 共生活 におけるディグラム・ナムジャ(伝 統的礼儀作法)の 回復。

  3.伝 統的な民間伝承 と舞踏と劇 と音楽 と美術と工芸の推進 と保護。

  4.僧 院,瞑 想センター,国 立図書館等の現存する施設の強化による学問の推進。

1985年 の市民権法で求められた文化 と慣習 と伝統とは,こ れ らの項 目において対象 とされて

いるものであり,そ の対象は博物館や図書館における事物の収集等を通 して,法 令公布 と同時

進行で,認 定 ・定義 されっっあった。 ゾンカにっいても第6次 計画中に,専 門組織を充実させ,

テキス トやカ リキュラムの開発 ・改善が行われた。

 1985年 法で求あられた 「ブータン人」 の要件は,1989年 に公布 された国王の布告 によって

さらに具体化 され,帰 化国民のみならず,全 てのブータン人に適用 されるにいたる。公布では,

「民族衣装の着用,国 語 ゾンカの習得,伝 統的礼儀作法の順守」が,「 ブータン人」の義務 とし
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て課せ られ,言 語や文化や慣習や伝統が単に 「知識」としてではなく,具 体的な 「実践」とし

て求められるようになった。そ して,そ の過程の中で,ブ ータンの言語や文化や慣習や伝統は,

「ゾンカ」「民族衣装のゴ(男 性用)と キラ(女 性用)」「伝統的礼儀作法」 という西 ブータンのン

ガロップから広が ったと考えられる慣習や伝統へと具体的な形を得て収敏 し,定 義づけられた

のである。

 (iv) 1988年 センサス

 1985年 市民権法の発布 に伴って露出された,政 府の排他的政策理念 は,理 念段階に留まら

ず,そ の後,実 現に向けて様々な対策が実施 された。1986年 か ら88年 にかけては,開 発計画

の実施のために雇用 していたネパール系やインド系の契約労働者や技術者の出国を,契 約更

新の中止や減給または地位の降格など彼 らに不利な状況 を作 り出す ことにより,促 進 した

[DHAKAL 1994:185コ 。 また,1988年 には85年 法に基づ く分類基準によってセ ンサスが実施

され,国 籍を取得あるいは維持するために必要な登録や記録の有無によって人々の分類 と段階

付けが行われた。 その後1990年 ごろから国籍を失った人々,も しくは不法移民 と分類された

人々に対 して実質的な国外退去処分が下 され,ブ ータン政府の政策実践が一定の収束を見たが,

他方で結果的に,出 国 した人々の難民化 という問題を生み出したのである。

               3.環 境保全へ の回路

 前節で示 したように,「 ゾンカを話 し,ド ゥック派仏教に基づ く建国史を共有」 し,さ らに

「民族衣装」 と 「伝統的礼儀作法」を共有する 「ブータン人」 という,現 在のブータン・ネイ

ションの文化的自画像 は,1950年 代か ら80年 代の末にかけて,幾 っかの法令や政策を通 して,

徐々に形成 されて きた。 しか しなが ら,現 在のブータン・ネイションを表象する際には,象 徴

的に語 られるもう一っの要素がある。それは,「 ヒマ ラヤの自然を守 り,自 然 と共 に暮 らす

ブータン人」という自画像である。

 先進諸国による開発の歴史の中で常に問題化され,今 なお未解決のまま発展途上諸国が直面

している普遍的課題,そ れは 「開発」と表裏一体とな って現れ る 「自然環境の破壊及び汚染」

を如何に食い止あるかということである。ヒマラヤ山脈の南斜面に位置するブータンは,国 土

面積が小 さいなが ら,高 度差と複雑な河川 システムによる地形的特質によって,実 に多様な生

態環境を有 している。そのような環境に伴 うブータンの生物多様性は,こ れまで多くの生物学

者や地理学者の関心を集めてきた。その中にあって,後 発の発展途上国であるブータン王国は,

森林を中心 とした自然環境の保全を優先的に選択す ることに意義を見出 してお り,結 果的に

様々な産業や工業部門 における開発 は意識的に抑制されて きた。
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 以 下 の節 では,そ の ような 「自然環 境保全」政策 がいつ,ど のよ うな状況 の中で形 成 され,

どのよ うな回路 を通 して最終的 に 「ブー タン人」 の自画像 に書 き加 え られて行 ったのか,そ の

経緯 と,政 府 の意 図を明 らか に して いきたい。

 (1) 外 交 の拡大 に伴 う表象対象の変化

 ブー タンの 「文化」 と 「伝統」 は,第6次 五 ヶ年計画(1987・ 一・1992)に お いて,事 物 の獲得 と

保存 を通 して定 義 されっつ あった。そ して,そ れ らの事物が収集 され た博物館 という場 は,6

次 計 画 中に展覧会 とい う表象形態を とって国外 に持 ち出され,積 極的 な評価 を受 けた とされ る

[PLANNING CoMMIssloN 1992a:10-16]。 「ブー タンの文化 と伝 統」 を表象 す る手段で あ る展

覧会,特 に国外展覧会 開催 の意 図は,第7次 五 ヶ年計画(1992-1997)に お ける 「文化 と宗教」

章 の 目標に明確 に示 されて いる。 それは 「(ブータン)国 民 と外部 世界か らブー タ ンの文化 的遺

産が強 く認 識 され,正 当に評価 され るよ うに奨励す る」[PLANNING CoMMIssloN 1992a:10-

21]こ と にある。 また,「 国立博物館 はブー タンを訪 問で きない人 々が収集物 をみ られるよ う

に,そ して幅広い聴衆 に届 くよ うに,国 際的な移動展覧会 を組織 し続 け る」 とも記 されて い る

[PLANNING CoMMIssIoN 1992a:10-22]。

 3章 で みた ように,ブ ー タン政府 は1985年 の新国籍法発布 にいた るまで,主 に領土 的境 界

の内部 に向 けての み 「ブ ータ ン人」 の境 界 と自画像 を提示 し表 象 して きた。 しか しなが ら,

1987年 に 開始 され た6次 計 画で は,ブ ータ ンの 自画像 を示 す重 要 な要 件 で あ る 「文 化」 と

「伝統」 を表象 す る展覧会 を国外へ向 けて発信 す ることによ って,ブ ー タンの 自画像 に対 す る

外国の認知 と評価 の獲得 を志 向 したといえ る。

 また,1983年 に は,ブ ー タン初の航空会社 によって国際便(バ ローカルカッタ)が 就航 した。

1988年 ま で は客席数18席 の小型 機のみであ ったが,1988年 に80席 の ジェ ッ ト機 が就航 した

ことで,外 部世界 との窓 口を着実 に広 げっっ あった。

 さ らに,ブ ー タンは1972年 に 国連加盟 を果 た した後 も,イ ン ドとの関係 を重視 し,イ ン ド

とバ ングラデ ィシュ以外 の国 との二 国間関係 を有 していなか ったが,5次 計 画 と6次 計 画 を通

した10年 間 には,1983年 の ネパ ール との国交開設 を皮切 りに,ク エー ト(1983),モ ル デ ィブ

(1984),ス イ ス(1985),オ ラ ンダ(1985),ノ ル ウェー(1985),デ ン マーク(1985),ス ウ ェー

デ ン(1985),フ ィ ンラン ド(1986),日 本(1986),韓 国(1987),ス リラ ンカ(1987),オ ー ス ト

リア(1989),パ キ スタ ン(1990),タ イ(1991),バ ー レー ン(1992)と の 国交 をそれぞれ開設 し,

外 交関係 は飛躍的 に拡大 した。SAARC(南 ア ジァ諸国)以 外 で は,社 会福祉 の推 進 と自然保護

に高 い関心 を持つ北 欧諸 国が中心 とな っている点 は,ブ ータ ンのその後 の政策立案 の内容 と無

関係 ではないだろ う。

 このよ うに,1980年 代 はブ ータンが外交 とい う分野 において飛躍 的 な発展 を遂 げた時代 で
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あ り,ブ ータ ンの 自画像 は この時期を契機 に,展 覧会 等 を通 して表象対象 を国外へ と拡 大 して

行 った。 そ して同時 に90年 代 か らは国際援助 に占め るイ ン ド以外 の国 々か らの援助比 が急増

した[MINIsTRY oF PLANNING 1994:123]。

 (2)文 化 か ら宗教へ の回路

 90年 代 に入 って開始 された第7次 五 ヶ年計画(1992-1997)で は,「 文化 と宗教」 の章 にお い

て,「 ブータ ンのハイ ・カルチ ャーは宗教 に大 きな影 響 を受 け,宗 教 によって決定 されて きて

お り,こ れ は ブータ ンの芸術 や建築や社会 に反映 され ている。宗教 とそれ に関係す る伝統 は,

人 々の生活 の中で中心 的な役 割を担 ってお り……開発過程 の中で も無視す る ことがで きない」

との記述 がみ られ る[PLANNING CoMMIssloN 1992a:10-1]。

 これ まで,「 ブー タン人 」 の境界設定 は言語 と歴史 の知識 に始 ま り,民 族衣装 や礼儀作法 と

い った具体 的 。実体 的な目に見え る要件 によって定義 されて きた。 また,「 伝統 的体系 を持っ

ユ ニー クな国民」 として ブータ ン人を表象 する傾 向も看 取で きたが,そ れ らの諸要素 は必 ず し

も精神 的価 値や宗教 と結 び付 ける形で語 られては来なか った。 しか しなが ら,7次 計 画 におい

て は,ブ ー タ ンの 「文化」 は 「宗教」 によって規定 され る ことが明言 されてお り,「 伝統」 も

また 「宗教 」 に関係 す るもの と して明確 に位置付 けられて いる。

 ま た,第7次 計 画の 「文化 と宗教」章では,次 の五 年間 の目標 と して 「変化の時代 に,文 化

の保 存 と適応 を通 して発 展 過程 に継続 性 を供給 す る」 こ とが挙 げ られ て い る[PLANNING

CoMMIssIoN 1992a:10-21コ 。 この ような記述 は,ブ ー タンの 「文化」 が,既 に 「保存」 し

「適応」 で きるよ うな実体 的かっ固定 的な存在 と して捉え られて いた ことを示 してい る。 さら

に,「 そ の 価 値 観 が 挑 戦 に 晒 され るで あ ろ う人 々 の宗 教 上 の 要 求 に応 じる」[PLANNING

CoMMIssIoN 1992a:10-21]と の記述か らは,ブ ー タン人 の価値観の危機 は宗教 によって救

われ るとい うこと,裏 を返せ ばブー タン人の価値観 もまた宗教 によ って規定 され ているとす る

政府 の主張が みて とれ る。

 ブ ータ ン政府 は70年 代 の後半か ら,ブ ータ ン ・ネイ ションを,法 令や計画書等様 々な公文

書 を通 して,独 自の文化 や伝統 や価値観 を共有す る一 つの文化 的単位 と して表象 して きて お り,

80年 代 の後半 にか けては,そ れ らの曖昧な概念 を,言 語や歴史 に関す る知識 の要求や,民 族

衣 装の着用義務 や礼儀作法 の適用義務 また は博物館 にお ける事 物の収集等 を通 して,対 象物

を与え る ことで具現化 しよ うと試 みて きた。 しか しなが ら,90年 代 に入 るとそれ らの概念 は,

具 現化 の困難 な精神的価値 や宗教 に接合 され,宗 教に回収 され る方 向へ と急速 に傾斜 してい っ

た。 こ こへ きて,ブ ー タンの 「文化」 や 「伝統」 は,精 神的 ・宗教的価値 との密接 な連関 の中

で語 られ,そ れ らの全 ての概念 が分離不可能 な一塊の価 値 と して定義 され,あ るべ き 「ブータ

ン人」 の属 性 とされたので ある。
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 (3)文 化か ら宗教そして環境への回路

 ブータンにおける開発計画は,第1次 五 ヶ年計画(1961・一・1966)から第4次 五 ヶ年計画(1976-

1981)ま での20年 間,ブ ータン人の技術者や専門家が決定的に不足 していた ことによって,

計画策定のほとんどがインド人技術者や専門家によって行われていた。そのため,ブ ータンの

五 ヶ年計画はインド政府が策定 した全体計画の一部を流用する形で計画されてきた。 しか しな

がら,1980年 代に入ると,ブ ータン人の人材育成の成果が現れ,計 画 ・実施に際して必要な

人材を国内で供給することが可能となり,5次 計画(1981-1987)以 降は,ブ ータン政府自身

が計画策定段階で優先順位を付 けることができるようになっていた。

 ブータン政府による優先順位は,特 に6次 計画によく顕れてお り,そ れは上述 したよ うな

「文化 と宗教」 に関する目標の設定や,生 態環境に対する姿勢等 に現れている。 ブータン政府

は5次 計画の時から環境保護に意識的であり,そ れは特に森林政策に明示的である。5次 計画

より以前,森 林資源はブータンの国家歳入に単体の財源 として最 も大 きな貢献を してお り,

1980/81年 にはGDPの16%を 占めていた[PLANNING CoMMIssloN l981:3-28]。 それが5

次計画では 「ブータンのような山岳国において,森 林の保護は,環 境 と生態バランスの保護の

ために不可欠な要素である」と位置づけられるようになる[PLANNING CoMMIssIoN l981:6-

61]。 しか し同時に 「この目標は,こ れらの(森 林)資 源の科学的管理 と有用化のある限 り,

人々の利益や商業的森林開発と衝突 しない」[PLANNING CoMMIssloN 1981:6-61]と してお

り,林 業を国家の財源か ら除外するわけではなかった。この傾向は6次 計画でも引き続きみら

れる。具体的に言えば,森 林の保護や野生生物の保護を叫ぶ一方で,植 林等による資源林の確

保および社会林の創設,持 続可能な産出量の科学的測定及び管理が同時に図 られ,国 家財源 と

しての林業の継続が模索されているのである。

 しか しながら,次 の第7次 計画の計画書では 「環境 と持続可能な開発」が独立 した課題 とし

て一章を形成するようになる。その政策方針は,ブ ータンを 「生物的な多様性を最 も多 く持っ

国の一つ」 であり,「 自然資源の幅広い基盤の保存において,開 発途上国のなかで も希少な,

あるいは唯一無二の位置を占める」[PLANNING CoMMIssIoN 1992a:4-1]存 在 と前提 し,定

義付けることによって,ブ ータンにおける自然環境保護 と持続可能な開発の実施に,世 界的に

希少な生物的遺産の保護あるいは生物多様性の保存 という地球規模の使命と存在価値を付与す

る。

 それらの地球規模の使命の強調は,一 方において対外的な自己表象の一面 を形成するが,自

然保護が持っ対内的な価値は,ブ ータンの仏教的な価値 と接合する形で表象される。6次 計画

以前の記述では,ブ ータンの自然環境保護政策の理論的根拠は,生 物多様性の保存の他,山 岳

地帯 という自国の地形的な特質が環境変化に対する柔軟性の欠如を帰結するという2点 に絞 ら

れていた。 しかしなが ら,7次 計画においては,「 ブータン人の生活の全面において重要な役
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割を果たしている仏教の教義 もまた,生 活の全形態の尊重に伴い,自 然資源の保存を強調 して

いる」[PLANNING CoMMIssioN 1992a:4-3]と の記述によって,ブ ータンの環境保全政策の

理論的根拠が仏教教義へ とシフトし,回 収される傾向がある。 この傾向は90年 代以降現在ま

で,さ らに強調 されつつあり,そ れは8次 計画における記述にも明 らかである。

 ここへきて,ブ ータン政府はそれぞれの三っの論理を複雑に絡み合わせる中で,一 つの回路

の形成を試みている。第一に,ブ ータン人の伝統的生活慣習および文化は自然環境との密接な

関係性のなかで形成されており,そ の生活形態の維持 は自然環境の維持によって達成されると

いう論理。第二に,そ の生活慣習および文化は仏教的価値に根ざしてお り,仏 教の保全が生活

慣習の保全にっながるという論理。 これ らの二っの論理によって,ブ ータン政府は,ブ ータン

に根付 く仏教思想や仏教的価値観が,現 在の国民の生活慣習や文化の基盤となっており,文 化

を維持す ることが,ブ ータンの豊かな自然環境と仏教の保護を希求するという回路を提示する。

そ して第三に,仏 教的教義及び価値が自然保護を志向するとする論理の強調によって,「 仏教

保護i」と 「自然保護」をも分離不可能な形で接合する。

 これ ら三っの要素を分離不可能な一っの回路 に回収す る手法は,現 代 ブータンにおいては

「伝統的」 な手法であり,思 考であるかのように表象されている。 しか しなが ら,五 ヵ年計画

を見る限り,こ の回路は1992年 か ら開始された7次 計画の記述において始めて明確に提示さ

れてお り,ブ ータンの自画像における,新 しい表象形態の表出をここに見ることがで きる。

                4.お わ り に

 ブータンにおいてネイションを形成するという営為は,誰 をネイションに含むのか という境

界を再定義 し続 ける過程であった。また同時にそれはネイ ションがどのような人々であろうと

しているのかを常に問い直す営為であり,「自画像」を模索 し続 ける営みである。

 「ブータン人」 の境界を定義す る過程は,個 々の特徴か ら大きく3っ の時期に分けられる。

第1期 は,1958年 国籍法が発布された時期から60年 代 までであり,定 住者包摂の過程 と位置

付けられる。国籍法は,ブ ータンの領土内の定住者をほとんど区別無 く 「ブータン人」へ包摂

するものであり,「 ブータン国内に定住 し土地に根付いて伝統的農牧生活を営むこと」 がある

べきブータン人の姿 とされた。70年 代以降の第2期 は,ブ ータン国内における 「異民族」 間

の結婚が奨励され,共 通 の言語 と歴史を通 じたネイションの均質化が計 られた。この時期は

「ゾンカを話 し,大 乗仏教 ドゥルック派に基づ く建国史を共有すること」が 「ブータン人」 の

属性として定義 されっっあった。ブータン政府は,こ れ らの第1期 と第2期 を通 して,国 境線

の内側に定住する者を国民 として包摂 し,通 婚 と共通の歴史と文化によって連帯感を持っよう

な,均 質的なネイ ションの形成を試みてきたのである。
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 しか しながら,80年 代以降の第3期 は,「 ブータン人」の範疇の実体化と他者排除の過程と

して位置づけられる。特に1985年 の新市民権法は,こ れまでに 「ブータン人」 として包摂さ

れてきた人々を,「 血統」 と 「文化要件」 と 「居住期間」 という評価基準を持ち込むことに

よって再分類 し,基 準に合わないものをそこか ら排除 しようとするものであった。

 国籍法の帰化要件では,共 通の言語 と歴史の他,文 化と伝統 と慣習が実体的なものとして描

かれ,そ れに対する知識が問われるようになるが,同 時期の第6次 五 ヵ年計画では,そ れ らの

曖昧な概念が,博 物館や図書館における事物の収集を通 して実体的に定義されていった。また,

1989年 には 「民族衣装の着用」「ゾンカの習得」「伝統的礼儀作法」 の遵守が 「ブータン人」

の義務 として定められるなど,そ れまでは知識として求められていた 「文化」を,よ り実践的,

身体的に獲得することが求め られるようになる。 このように,80年 代の後半にかけて,ネ イ

ションの文化的自画像は目に見える形で具現化されようとしており,そ の自画像 は 「ハイ ・カ

ルチャーの言語(ゾ ンカ)を 話 し,王 族の出身地域の慣習や伝統を身体化 し得 る者」 として描

かれた。

 このような過程で,ブ ータンの文化的自画像は80年 代の末までにはある程度形づ くられ,

自画像形成の過程は一定の収束をみるかに思われた。 しかしなが ら,90年 代に入 ると,そ の

ような文化的自画像に 「環境保全」という新たな価値が加えられるようになる。第7次 五 ヵ年

計画によれば,ブ ータンの文化や伝統は,仏 教思想によって多大な影響を受 け,同 時に,そ れ

らの仏教的価値は環境保全という価値を内包するものとされる。っまり,ブ ータンにおいては

「宗教の保護」が 「文化の保護」 と同時に 「環境保全」 をも帰結するものとされた。 また,政

府はブータン国±の自然環境における生物多様性を根拠に,環 境保全政策が地球規模の使命 と

存在価値を付与されていると主張する。 そのようにして,ブ ータンでは90年 代に入ると 「環

境保全」 がブータン人の国民文化として自画像の一部を形成するようにな り,「 環境保全をす

る我々」という自画像が描出されるようになった。

 ではブータン政府はなぜ,環 境保全へと傾斜するようになっていったのだろうか。それは第

一に,難 民問題の発生 と関連付 けて考えることができる。つま り,難 民問題の発生を受けて,

ブータン政府の 「民族差別的」な文化政策に対する非難が国際的に高まっていた90年 代初頭,

ブータン政府はブータンの伝統文化と仏教思想を,理 想的な自然環境保全を導 くものとして描

き出 し,「環境保全」 を国民文化として強調することで,そ れ らの非難か らブータンの文化的

自画像を守ろうとしたのである。

 92年 の地球サ ミットに象徴されるように,90年 代に入 ると地球規模での環境保全がまさに

グローバル ・イシューとして立 ち現れ,そ の必要性が強 く認識されるようになる。そのような

状況の中で,環 境保全を自文化 として表象することは,ブ ータンのような小さな国がグローバ

ル ・ソサエティにおいて名誉ある地位を獲得 し,さ らに援助を受けるための,数 少ない方策の
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一 っで あ った
。従 って,環 境 保全 への傾斜 の第二の理 由 は,地 位 と資金の側面か ら考え られ た。

ブータ ンは 「環 境保全」 とい う地球規模 の文化的潮流 を 「自画像 」へ引 き受 けることによって,

国 際的 な援助 の獲得 とい う実 際的な利益 を も獲得す ることがで きたのであ る。

 環 境主義 を ネイ ションの属性 として表象す る中で,ブ ー タンは 「地球 にとって普遍的な価値

を持っ 国」 と して 自己を位置づ けるようにな った。 は じめ に述べ たよ うに,「 国民文化」 は,

従 来 は,現 代の国民 国家 が他の国々 と対等 でかつ独立 した単 位 と して存続 して い くための,他

国 との差異 を表す言説 と考 え られて きた。 しか し,ブ ー タンは環 境保全 とい うグ ローバ ルな文

化 を自 らの内 に取 り込 み,そ れを 「国民文化」 と して表象 してい る。 ここには,仏 教思想 に裏

付 け られた内発 的な文化 と しての独 自性を強調す る一 方で,グ ローバ ルな潮流 の中に自 らの居

場所 をみっ けよ うとす る積極的な試みがみて とれるので ある。

  注

   1) ブータンでは2005年5月 に初めて全国的な人口および住宅調査(Population and Housing

    Census Bhutan 2005)が 行われた。結果は2006年4月 に公表され,公 式の 「ブータン国民」

    人 口は634,982人,追 放 された者あるいは国外在住者(expatriates)を 含 めた総人口は672,425

    人 と発表された。(http://www.bhutancensus.gov.bt/)

   2)ネ パ ールの人口および両国の土地面積はCIA World Fact bookの2006年 度の数字を参照し

    たQ(https://www.cia.gov/cia/publications/factbook/index.htm1)

   3) ブータンの言語状況に関する詳細な記述は野村論文[2000コ を参照のこと。

   4) ネパ ール系の人々はそれまではPahari(山 の人々)やrintsαm gi miser(国 境の人々)等 と呼

    ばれていたが,政 府の国民統合政策によって,ム 加磁 窺ρα(南 の人々)と の呼称が導入 された。

    Jigmi Y. Thinley[1994]に よれば,政 府はこの呼称を通 して,彼 らを異なる文化 ・言語を持

    っ 「ブータン国民」 として尊重 し包摂する意思表示をしたのだという。

   5)国 内では一般に,ネ パール系の国民はゾンカの習得に対する関心が薄いといわれ,実 際に完全

    に修得 している者は少ない。反対に,北 部の居住者にはネパール語の会話能力をもつ者が多く,

    ネパ ール系の人々にゾンカを話させるよりは,自 分たちがネパール語あるいは英語で話しかける

    こ とを好む風潮がある。

   6) ヌル タム(Nu)と はブータンの貨幣単位であり,イ ンド・ルピーと固定 レー トになっている。

    2006年 現 在,1ヌ ル タムは約O.4円 。

   7)「 国籍法」か ら 「市民権法」への名称の変更に関 しては,特 に大きな意味はなく,単 にインド

    の方式に従ったというのが一般的な見方である。

   8) ゾンカのカは言葉を意味する単語であり,ゾ ンカ語 とすると意味が二重になるため,こ こでは

    「ゾンカ」とのみ記述する。

   9) ゾンカの普及に関する政策はチャクラバルティの論文に詳しい[Chakravarty 1996]。
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